
 

『事業承継税制の活用で改善を３１年度税制改正で要望―日商』 

 
 日本商工会議所は平成３１年度税制改正に関する意見を公表、事業承継税制の活用に向けた改善

を要望した。要望項目は（１）事業承継税制の利用促進に向けた事務手続き・提出書類の改善（２）一般

事業承継税制の相続切り替え時における特例事業承継税制の適用（３）相続時精算課税制度を利用

し、既に自社株式を承継した者に対する特例事業承継税制の適用（４）信託を活用した株式の納税猶

予制度の適用化（５）経営承継円滑化法における民法特例（遺留分の特例）の適用対象範囲の見直し

（６）事業承継税制のさらなる周知・ＰＲ。（２）では、一般事業承継税制による贈与税の納税猶予の適用

者が、相続税の納税猶予へ切り替える場合、猶予割合（贈与税１００％、相続

税５０％）の差分に相続税負担が発生する。同税制を利用し、贈与税の納税

猶予の適用を受けた者が、相続税負担が発生することのないよう、相続切り

替え時に特例事業承継税制の適用を認めるべきだとした。（３）では、現在、相

続時精算課税制度の利用者は、先代の相続開始時に特例事業承継税制を

適用できない。事業承継税制創設時には経過措置により同制度適用者も適

用できたことから、特例措置においても、同制度利用者の特例事業承継税

制の利用を認めるべきだ－等とした。 
      

 

 『 平成２９年版働く女性の実情希望しつつ未就業者３００万人』 
 

 厚生労働省は「平成２９年版働く女性の実情」を発表した。この報告は、政府や研究機関などの各種

統計調査を用いて、働く女性の状況などを分析した報告書で、昭和２８年から毎年公表しているものだ。 

 日本における女性の就労の実態として、就業を希望していながら働いていない女性が約３００万人に

上っていること、また、出産・育児を理由に離職する女性は依然として多く、その後の再就職では非正規

労働者となる場合が多いことなどから、女性雇用者の半数以上は非正規労働者として働いていることな

どがあげられている。 

 業種的に女性の割合が多いのは、「医療、福祉」、「宿泊業、飲食サービス業」

となっており、採用した労働者に占める女性の割合はどちらも７０％を超えて

いる。業種全体での女性の割合の平均は３９．８％だ。 

 少子高齢化に伴う労働力不足が懸念されている中で、就労を希望しながら

も仕事をしていない３００万人の女性の存在は、この問題の解決のヒントとなる

だろう。国の政策としても「女性活躍推進法」（「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律」）が平成２７年８月に成立、２８年４月に全面施行された。

女性の個性と能力が十分に発揮できる社会の実現が求められている。 
 
   出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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